
JP 6301351 B2 2018.3.28

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　永久磁場を発生させる磁石配置（204;304）と、環状のコイル（206;306）と、ばね素子
（228;328）と、前記永久磁場が広がる空気流路（212;312）と、を備える誘導発電機（20
0;301）であって、前記磁石配置（204;304）は、第１極部分（208;308）と、第２極部分
（210;310）と、前記第１極部分（208;308）と第２極部分（210;310）の間に配置された
磁石（214;314）と、を備え、前記コイル（206;306）が、前記ばね素子（228;328）と接
続され及び前記空気流路（212;312）内に可動な状態で配置され、前記ばね素子（228;328
）が、前記コイル（206;306）の偏向に対応して、前記空気流路（212;312）内の前記コイ
ル（206;306）の振動運動（224）が、前記空気流路（212;312）内部の前記永久磁場の磁
束（222;322）を横切る向きに作用するよう構成されている誘導発電機（200;301）におい
て、前記空気流路（212;312）が、環形状を備え及び前記環状のコイル（206;306）の全体
を受容するよう構成されており、
　前記ばね素子（228;328)は、第１二重薄板ばね（230;330）及び第２二重薄板ばね（232
;332）を備え、前記第１二重薄板ばね（230;330）及び第２二重薄板ばね（232;332）の間
で、前記コイル（206;306）を前記空気流路（212;312）内で振動する状態で支承している
ことを特徴とする誘導発電機。
【請求項２】
　請求項１に記載の誘導発電機（200）であって、前記空気流路（212）は少なくとも２つ
の、互いに対向する壁面領域（218,220）により区切られ、前記壁面領域（218;220）の一
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方の壁面領域は、前記第１極部分（208）の壁部分により、前記壁面領域（218;220）の他
方の壁面領域は、前記第２極部分（210）の側面により構成されていることを特徴とする
誘導発電機（200）。
【請求項３】
　請求項２に記載の誘導発電機（200）であって、前記第１極部分（208）は前記磁石（21
4）及び前記第２極部分（210）を受容する鉢を形成し、前記第１極部分（208）の壁部分
（218）は、鉢状の前記第１極部分（208）の外周縁領域（216）により構成されているこ
とを特徴とする誘導発電機（200）。
【請求項４】
　請求項２に記載の誘導発電機（200）であって、前記磁石配置（204）は環状に構成され
、前記第１極部分（208）は、前記磁石（214）及び前記第２極部分（210）を受容するハ
ブ状の環状受容部を形成し、前記第１極部分（208）の壁部分（220）は、前記第１極部分
（208）のシリンダ状の中心領域（300）により構成されていることを特徴とする誘導発電
機（200）。
【請求項５】
　請求項１～４の何れか一項に記載の誘導発電機（200）であって、前記永久磁場はトー
ラス状の磁場回路を構成し、該磁場回路の磁束（222）は、前記空気流路（212）を前記第
１極部分（208）と前記第２極部分（210）の間で横切ることを特徴とする誘導発電機（20
0）。
【請求項６】
　請求項１に記載の誘導発電機（301）であって、該誘導発電機（301）が、前記磁石配置
（304）に対向する磁束リーダ（305）を備え、前記空気流路（312）は少なくとも、前記
磁石配置（304）の１つの壁部分及び該壁部分に対向する前記磁束リーダ（305）の１つの
壁部分により区切られていることを特徴とする誘導発電機（301）。
【請求項７】
　請求項１～６の何れか一項に記載の誘導発電機（200;301）であって、前記ばね素子（2
28;328）が更に、前記コイル（206;306）の前記振動運動（224;324）が前記コイル（206;
306）の中心軸（226;326）に沿って作用するよう構成されていることを特徴とする誘導発
電機（200;301）。
【請求項８】
　請求項１～７の何れか一項に記載の誘導発電機（200;301）であって、前記コイル（206
;306）の巻回部は、前記空気流路（212;312）に沿って走ることを特徴とする誘導発電機
（200;301）。
【請求項９】
　請求項１～８の何れか一項に記載の誘導発電機（200;301）であって、前記磁石配置（2
04）及び前記ばね素子（228;328）を支承するための支承構造（202;302）を備え、前記ば
ね素子（228;328）の端部は、前記支承構造（202;302）により固定された状態で保持され
ていることを特徴とする誘導発電機（200;301）。
【請求項１０】
　請求項９に記載の誘導発電機（200;301）であって、前記コイル（206;306）はコイル支
承部（234;334）を備え、該コイル支承部（234;334）は、前記ばね素子（228;328）の保
持された端部に対向する、前記ばね素子（228;328）の自由端と接続されていることを特
徴とする誘導発電機（200;301）。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の誘導発電機（200;301）であって、前記コイル支承部（234;334）は
、前記コイル（206;306）を偏向するための操作素子（236;336）を備えていることを特徴
とする誘導発電機（200;301）。
【請求項１２】
　請求項１～１１の何れか一項に記載の誘導発電機（200;301）であって、前記ばね素子
（228;328）は、前記コイル（206;306）の電気接触のための導電体を形成することを特徴
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とする誘導発電機（100）。
【請求項１３】
　請求項１～１２の何れか一項に記載の誘導発電機（200;301）であって、該誘導発電機
（200;300）は、前記振動運動（224;324）に起因して前記コイル（206；306）から供給さ
れる交流電圧の初期極性を検出する、検出ユニットを備えていることを特徴とする誘導発
電機（200;301）。
【請求項１４】
　誘導発電機（200;301）を使用する電流発生方法（400）であって、該誘導発電機（200;
301）は、永久磁場を発生させる磁石配置（204;304）と、環状のコイル（206;306）と、
ばね素子（228;328）と、前記永久磁場が広がる空気流路（212;312）と、を備える誘導発
電機（200;301）であって、前記磁石配置（204;304）は、第１極部分（208;308）と、第
２極部分（210;310）と、前記第１極部分（208;308）と第２極部分（210;310）の間に配
置された磁石（214;314）と、を備え、前記コイル（206;306）が、前記ばね素子（228;32
8）と接続され及び前記空気流路（212;312）内に可動な状態で配置され、前記空気流路（
212;312）が、環形状を備え及び前記環状のコイル（206;306）の全体を受容するよう構成
されており、
　前記ばね素子（228;328)は、第１二重薄板ばね（230;330）及び第２二重薄板ばね（232
;332）を備え、前記第１二重薄板ばね（230;330）及び第２二重薄板ばね（232;332）の間
で、前記コイル（206;306）を前記空気流路（212;312）内で振動する状態で支承しており
、
　前記方法（400）は：
　前記コイル（206;306）を、前記空気流路（212;312）内の前記コイル（206;306）の振
動運動（224;324）が、前記空気流路（212;312）内部の前記永久磁場の磁束（222;322）
を横切る向きに作用するよう偏向するステップ（402）と、
　前記コイル（206;306）の前記振動運動（224）に基づく電磁誘導により、前記コイル（
206;306）内で電流を発生させるステップ（404）と、
を備える方法（400）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、誘導発電機及び誘導発電機を使用する電流発生方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　例えば無線スイッチに使用されている、すでに既知の電磁エネルギ変換器は、基本的に
常に同一の原理を使用している。永久磁石を備えた磁石システムが動くこと、又は磁心自
体が動くことにより、磁石回路内の磁束に急激な変化が引き起こされ、これにより磁心上
に静止して位置するコイルに、誘導により電気エネルギを発生させるというものである。
一般的にこのシステムは、切換え過程の間、磁石回路における複雑な磁気極性反転を使用
している。
【０００３】
　ドイツ国特許出願公開第10112072号公報は、操作ユニットを備えたスイッチ素子を開示
している。操作ユニットは、操作ユニットの動きをエネルギ変換器に伝達可能であるよう
、レバー機構を介し、スイッチ素子のエネルギ変換器と作動接続する。これによりエネル
ギ変換器は、操作ユニットの作動のための機械エネルギの少なくとも一部を、電気エネル
ギに変換する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】ドイツ国特許出願公開第10112072号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　こうした背景に鑑み、本発明の独立請求項により、改良型の誘導発電機及び改良型の電
流発生方法が提案される。有利な実施形態は、従属請求項及び以下の記述から明らかとな
る。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　誘導発電機に関しては、以下の関係性により電気エネルギが算出される。
Ee = Em  - Ev
Ev = Evm + Evmg + Eve
この場合、以下のとおりである：
Ee = 電気エネルギ
Em = 機械エネルギ
Ev = 損失エネルギ
Evm = 機械的損失エネルギ
Evmg = 磁気的損失エネルギ
Eve = 電気的損失エネルギ
【０００７】
　エネルギ変換のために、実質的により重い磁石システムに替えて、発電機のコイルを動
かした場合、誘導発電機の出力を著しく向上可能であるという事実に加えて、電流発生の
ために、コイルの巻回部外周の可及的に広い部分を磁場にさらした場合、誘導発電機の効
率性が更に大幅に向上可能であるという知見が、特に重要である。例えば、コイルの巻回
部の全体、ほぼ全体、四分の三、又は三分の二を超えて、磁場にさらすことが可能である
。従って、すなわち巻回部領域の抵抗損失を効果的に低減可能であり、これによりエネル
ギ収率の向上を達成可能である。上述の構想により、両方のアプローチ、つまり磁石シス
テムに替えてコイルを動かす、並びに可及的にコイルの全体へ磁場を行き渡らせることを
組み合わせて実行可能であり、特に出力の優れた誘導発電機を実現可能である。
【０００８】
　ここで提案された発明の実施形態に従って考えられた誘導発電機は、例えば無線ウォー
ルスイッチ、ライトスイッチ又は類似の設置スイッチのような、作動方向が構成体に対し
て垂直となるべき、平坦なタイプの部品を備えた機器における使用に適する。なぜなら、
ここで提案された構想においては、パワーフローの向きを追加的に機械で変更する必要が
ないためである。従って、効率性を更に向上可能である。
【０００９】
　運動エネルギ又は移動によるエネルギに関しては、以下の関係性が適用される。
Ekin. = 0.5 × m× v2

この場合、以下のとおりである:
Ekin. = 運動エネルギ
m = 質量
v = 速度
【００１０】
　発電機の電気エネルギは、以下のように算出される：
Eel. = U

2 × t/R
この場合、以下のとおりである:
Eel. = 電気エネルギ
U = 電圧
t = 時間
R = 電気抵抗
v ≒ U
【００１１】
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　そのため、質量又は時間を高めることに替えて、速度又は電圧を高めることに注力する
ことが、鉄回路の磁束密度を高めるのが可能なのは、本質的に或る程度までである、とい
う事実を特に考慮するとより効果的である。なぜなら、磁気的に柔らかい最善の材料でも
、約2.4Tの最大磁束密度のみが達成可能であるためである。もちろん、磁束密度又は磁場
を可及的に高く維持することが望ましいが、費用の観点からも、磁束密度を1.8乃至2.0T
の領域内で選択することが有意義であろう（Fe,FeSi）。コイルの抵抗を低減することも
、エネルギを得るために、更にプラスの作用を及ぼす可能性がある。
【００１２】
　本発明の複数の実施形態により、電磁エネルギ変換の効率性を決定的に改善可能である
。それにより、鉄回路の比較的重い素子である磁石又は磁心を、短い経路上で可及的速や
かに加速し、サイクルの最後で可及的速やかに制動するステップが省略可能である。
【００１３】
　ここで提案された構想により、さもなくば、はね返る際に無駄になってしまうエネルギ
の大部分を変換可能である。更に、騒音の発生が低減され、発電機の寿命を延ばすことが
可能である。ここで提案された誘導発電機の効率性が高いのは、比較的重く、可動の磁石
システムを加速するための力を、もはや必要としないという事実によるところが特に大き
い。副次的な作用として、可動部分の線状の支承部における機械的損失、並びに、比較的
固有周波数が低いことに起因して、システムが実際の振動スペクトルにおいて不所望な共
鳴振動に陥り、無線スイッチが不所望な無線信号に至りかねないエネルギを発生させる危
険性が無くなる。
【００１４】
　ここで提案されたアプローチにより、誘導コイルと共に作用する磁心又はコイル芯の極
性を完全に逆転させることが不要になる。磁気損失は全く受けないか、又はあったとして
もごく僅かである。本発明の実施形態に従って構成された誘導発電機は、効率性を低減さ
せる変速機及び機械的に敏感で複雑な構成を必要としない。
【００１５】
　ここで提案された構想により設計された誘導発電機は、例えば自律型無線システム用に
最適な電磁式エネルギ変換器を構成するための、全ての基準を組み合わせたものである。
その基準の中には、構造空間が小さい、エネルギ密度が高い、効率性が高い、起動経路が
短い、起動力が僅かである、騒音の発生が僅かである、エネルギ量が可及的に一定である
、機能が作動速度に左右されない、温度変化に対する堅牢性、機械的堅牢性、並びに製造
コストが低い、等か含まれている。
【００１６】
　上述のアプローチは、自律型無線システムへの需要が高まりに対応したものである。自
律型無線システムは、KNX-RF,ZigBe,Bluetooth（登録商標） Low Energy又はW-LANのよう
な複雑な無線プロトコルを、高い送信性能を備え、及び複数回の繰り返しが可能であるよ
う実現すべき状況にある。こうしたことは、まれに見る高性能の発電機（0.7乃至2mWs）
によってのみ可能である。この場合、既知のエネルギ変換器を単に大きくしても目的を達
成することはできない。なぜならそうしたシステムは、操作力及び寸法が更に増大し、騒
音の発生が増加しているため、その有用性が除外されるか又は非常に弱められているため
である。以下に記述される誘導発電機は、小さな構成形状で大きなエネルギ収量が要求さ
れる、そうした適用領域のために使用可能である。
【００１７】
　永久磁場を発生させる磁石配置と、環状のコイルと、ばね素子と、永久磁場が広がる空
気流路と、を備える誘導発電機であって、磁石配置は、第１極部分と、第２極部分と、第
１極部分と第２極部分の間に配置された磁石と、を備え、コイルが、ばね素子と接続され
及び空気流路内に可動な状態で配置され、ばね素子が、コイルの偏向に対応して、空気流
路内のコイルの振動運動が、空気流路内部の永久磁場の磁束を横切る向きに作用するよう
構成されている誘導発電機において、空気流路が、環形状を備え及び環状のコイルの全体
を受容するよう構成されていることを特徴とする誘導発電機である。
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【００１８】
　誘導発電機又は発電機とは、電磁誘導により電流又は電圧を発生させるよう構成された
装置である。この種の誘導発電機は、例えば自律型無線スイッチと共に使用可能である。
こうした自律型無線スイッチは、例えば照明装置のスイッチをオン及びオフするために使
用される。磁石装置の構成部品は、例えば鉄、コバルト、ニッケル又はフェライト、又は
これらの金属の複数からなる合金を含むことが可能であり、静磁場、永久磁場を形成する
よう構成される。磁石配置は一個の部分で構成可能であるため、第１極部分、第２極部分
及びこれらの間の磁石は、外面的には、磁石配置において区別可能な個々の領域を構成で
きない。この場合、領域間の移行部は流動的とすることが可能で、その際、第１極部分又
は第２極部分がＮ極を、及び対応する他の部分が磁石システムのＳ極を構成可能である。
磁石の各半分を、磁石配置のＮ極部分及びＳ極部分に割り当て可能である。
【００１９】
　代替的に、磁石配置は複数部分からも構成可能である。この実施形態により磁石を、独
立した永久磁石、又はＮ極及びＳ極を備えた持続磁石として構成可能である。第１及び第
２極部分は、例えば各１つの磁極片より構成可能である。その際、磁極片の一方は磁石の
Ｓ極に境を接し、他方の磁極片は磁石のＮ極に境を接して配置可能である。磁極片は、高
い導磁性を備えた材料、例えば鉄等から製造可能である。磁極片は、磁石の各々境を接す
る極の極性により磁性をつけられ、磁石の磁力線を規定の形状で出現させることが可能で
ある。特に、第１及び第２極部分は異なる大きさ及び形状を備えることが可能である。
【００２０】
　更に、空気流路の環形状は、円形、又は例えば矩形、三角形又は四角形等の角張った形
状することが可能である。空気流路は、底部、内壁、及び内壁に対向する外壁を備える。
空気流路の底部は、第１極部分により構成された、誘導発電機の基本面に対して平行に走
ることが可能である。空気流路は、上方に向かって開放可能であるか、又は流路カバーで
覆うことが可能である。空気流路の横断面は、一貫して同一の形状とすることが可能であ
る。永久磁場の磁束は、磁石の極性により、空気流路の内壁から外壁へ、又は反対方向に
、空気流路の外壁から内壁へ走ることが可能である。
【００２１】
　環状のコイルとは、１本又は複数本の電気伝導体、例えば銅線の巻回部である。特に、
空気流路の寸法に適合されたコイルの環形状は、環形状の空気流路に対応可能であるため
、好適にも、空気流路の壁面及び底部から同様の間隔を空け、この間隔内にコイルを配置
可能である。従って、環状のコイルをばね素子と接続可能であり、コイルはその巻回面に
対して垂直に偏向可能な状態で、空気流路内に支承可能である。環状のコイルは、ばね素
子により可能なコイルの振動運動が導かれるよう、誘導発電機の偏向手段により偏向可能
である。振動運動とは弱められた揺動と理解可能であり、揺動の強度は、ばね素子の具体
的な構造及び／又は具体的なばね力に左右され、時間と共に弱まり、最終的には止む。コ
イルが永久磁場の磁束を横切って振動することにより、コイルを構成する導体内で電流が
発生可能である。特に、環状のコイルを心部無しで構成可能である。換言すると、コイル
の巻回部をコイル巻回部支承部上で構成可能である。その際、コイル巻回部支承部は、保
持可能又は固定可能な巻回部により環状のコイルを構成可能であるよう形成される。コイ
ル巻回部支承部は、好適にはフレーム素子により構成可能であり、フレーム素子は一個部
分又は複数部分で形成可能である。このようにして、特に重量を僅かに抑えてコイルを構
成可能である。従って、コイルがごく僅かな抵抗に抗して、非常に迅速に静止位置から振
動に移動可能であり、振動自体も非常に高い周波数を備えることができる。このようにし
て、誘導発電機の効率性も向上可能である。１つ又は複数のばね素子を使用可能である。
ばね素子はコイルを支承し、コイルの振動運動を可能にする。ばね素子は、１つ又は複数
の適切に構成されたばね、例えば屈曲ばね、引張ばね又は圧縮ばねとすることができる。
ばね素子は、コイルを支承し、コイルの振動運動を可能にするよう構成可能である。
【００２２】
　誘導発電機の一実施形態により、空気流路は少なくとも２つの、対向する壁面領域によ
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り区切られる。その際、壁面領域の一方の壁面領域は、第１極部分の壁部分により、壁面
領域の他方の壁面領域は、第２極部分の側面により構成可能である。そのために、第１極
部分、磁石及び第２極部分を、積層体を構成しつつ互いに重なり合って配置可能である。
その際第１極部分は、好適には更に誘導発電機の底部又は基本素子を構成可能である。磁
石配置の好適な設計に応じて、第１極部分の壁部分が空気流路の内壁を、及び第２極部分
の壁部分が空気流路の外壁を構成可能、又は反対に第１極部分の壁部分が空気流路の外壁
を、及び第２極部分の壁部分が空気流路の内壁を構成可能である。
【００２３】
　例えば、第１極部分は磁石及び第２極部分を受容する鉢を形成可能である。その際、第
１極部分の壁部分は、鉢状の第１極部分の外周縁領域により構成される。鉢を構成するた
めに、第１極部分の外周縁領域は縁の形状で折り返され、折り返された領域は第１極部分
の残りの領域に対して垂直に走る。その際、誘導発電機の中心に向いた又は径方向で内側
に向いた壁部分が、空気流路の外壁を構成する。対応して、鉢の内部に配置された第２極
部分の側面は、空気流路の外壁に平行して走る内壁を構成可能である。この場合、側面は
径方向に外側を向く。この実施形態には、誘導発電機の外側領域に対して磁石を良好に保
護する利点がある。
【００２４】
　代替的に、磁石配置を環状に構成可能である。その際第１極部分は、磁石及び第２極部
分を受容するハブ状の環状受容部を形成する。この場合第１極部分の壁部分は、第１極部
分のシリンダ状の中心領域により構成されている。更に折り返された領域は、第１極部分
の残りの領域に対して垂直に走ることができる。しかしその際、折り返された領域又は壁
部分は、この場合には空気流路の内壁を構成し、残りの領域が、環状の磁石及び環状の第
２極部分を受容する支承面を形成する。対応して、環状であり、シリンダ状の中心領域に
搭載された第２極部分の内面は、空気流路の外壁を構成可能である。例えば、磁石配置を
環状リングとして構成可能である。環状の磁石を使用すると省コストの材料を使用可能で
あるため、誘導発電機を特に省コストで製造できる。
【００２５】
　特に、第１極部分のシリンダ状の中心領域は、中心領域を囲む残りの領域から、磁石及
び第２極部分の材料強度に対応した高さを有することが可能である。換言すると、第１及
び第２極部分の、同一方向を示す開放された表面側が同一面上にあり、それにより、最大
の支承面又は接触面を備えた平坦又は滑らかな支承面が達成可能である。更に両極部分は
、コイル及び磁石配置を保護する、適切に形成されたハウジングを構成可能である。
【００２６】
　環状のコイルの巻回部は、空気流路に沿って走ることが可能であり、従ってコイルの導
体は空気流路の底部に対して平行又は略平行に走ることが可能である。そのため、単純な
方法で確実に、導体が常に永久磁場の磁束に対して横向きに配置され、永久磁場内で電圧
を誘導可能である。
【００２７】
　更に、ばね素子はコイルの振動運動がコイルの中心軸に沿って作用するよう構成可能で
ある。コイルの巻回部がコイルの中心軸の周りを走るため、中心軸は、巻回部を含むコイ
ルの巻回面に対して直交できる。対応して、振動の間のいかなる時点でも永久磁場の各磁
束から離れることなく、環状のコイルが空気流路の壁面に対して平行又は略平行し、及び
磁束に対して直角に、交互に空気流路に深く沈み及び再びはね返ることが可能である。従
って振動運動により、単純な方法でコイルの巻回部において最大電圧を誘導可能である。
【００２８】
　特に、永久磁場はトーラス状の磁場回路を構成可能である。この磁場回路の磁束は、空
気流路を第１極部分と第２極部分の間で横切る。これにより、コイルの全体に磁場が浸透
可能である。
【００２９】
　誘導発電機の代替的な一実施形態により、空気流路は少なくとも２つの、対向する壁面
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領域により区切られる。その際、一方の壁面領域は磁石配置の壁部分により、他方の壁面
領域は、磁石配置に対向して配置された、磁束リーダの壁部分により構成可能である。そ
のために、第１極部分、磁石及び第２極部分は、積層体を構成しつつ互いに重なり合って
配置可能である。その際、この積層配置の側面は磁石配置の壁部分を構成可能である。磁
束リーダは誘導発電機の構成部分することが可能であり、例えば鉄、コバルト、ニッケル
又はフェライト、又はこれらの金属の複数からなる合金を含むことが可能で、磁石配置に
より発生された永久磁場が、一方の極部分から他方の極部分の部分へ導かれるよう構成可
能である。誘導発電機の好適な設計に応じて、磁石配置の壁部分が空気流路の内壁を、及
び磁束リーダの壁部分が空気流路の外壁を構成可能であるか、又は反対に、磁石配置の壁
部分が空気流路の外壁を、及び磁束リーダの壁部分が空気流路の内壁を構成可能である。
先に述べた設計は、後に述べた設計に比べよりコンパクトに構成可能であるため、特に好
適である。
【００３０】
　本発明のために、誘導発電機の中央又は中心から、誘導発電機の径方向で中心に近接す
る部分を内部とし、及びそれに対して、径方向で中心から離れた領域を外部と理解する。
【００３１】
　特に磁束リーダは、磁石、第１極部分及び第２極部分の材料強度に対応した寸法を、積
層体の積層軸に平行に走る方向に沿って備えることが可能である。従って、第１及び第２
極部分は各々、磁束リーダの端部領域に対向して配置可能である。その際、磁束リーダに
導かれる、永久磁場の部分は、磁石の極性次第で、両端部領域の一方の端部領域に受容さ
れ、その間に位置する中間領域を経て、両端部領域の他方の端部領域に導かれ、他方の端
部領域に再び放射可能である。
【００３２】
　好適には、磁石配置及び磁束リーダは環状に構成される。例えば、磁石配置及び磁束リ
ーダを環状リングとして構成可能である。環状の磁石及び環状の磁束リーダを使用すると
、省コストの材料を使用可能なため、誘導発電機を特に省コストで製造可能である。
【００３３】
　更に好適には、環状のコイルは、２つの互いに間隔を空けた、例えば巻回電線である少
なくとも１つの巻回体から構成された、対向して走る巻回部を備える。その際、一方の巻
回部は、両極部分の一方の極部分と磁束リーダとの間で永久磁場の磁束を横切り、及び他
方の巻回部は、両極部分の他方の極部分と磁束リーダとの間で永住磁場の磁束を横切り、
振動して可動である。好適には、両巻回部は共通のコイル支承部上に配置される。コイル
支承部は、両巻回部の各々のための巻回領域を備える。その際、両巻回部領域は、少なく
とも１つの巻回体インバータにより互いに接続される。各巻回部領域は、好適には巻回路
により形成される。その際巻回体インバータは、巻回路を接続する中間路により構成され
る。この場合中間路は、コイル支承部の周方向を示す接触面部分を形成する。接触面部分
には、一方の巻回方向から他方の対向する巻回方向へ反転させるための巻回体が接触可能
である。これにより、環状のコイルは右巻き及び左巻きの巻回部を備えることが可能であ
る。巻回部は互いに作動接続し、及び更に好適には、１つの巻回体から構成される。これ
により、磁石配置と磁束リーダとの間で対向する方向の永久磁場の磁束を、誘導電圧を発
生させるために同時に取り上げ可能となり、これにより効率性が上昇する。
【００３４】
　誘導発電機の一実施形態により、誘導発電機は磁石配置及びばね素子を支承するための
支承構造を備える。その際、ばね素子の端部は、支承構造により固定された状態で保持可
能である。この場合、磁石配置は支承構造に直接、又は例えば第１極部分を介して間接的
に保持可能である。支承構造とは誘導発電機の１つの素子である。素子により、一方では
誘導発電機をハウジングに固定可能であり、及び他方では誘導発電機により発生された電
流を放出可能である。支承構造は、例えばプラスチックから製造可能であり、コイル－磁
石システム－配置の側部領域が係合するよう構成可能である。ばね素子により、支承構造
に対し、及び従って永久磁場に対しコイルを可動な状態で支承できる。この実施形態には
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、比較的重い磁石を、静止させて電流発生に使用可能である利点が特にあり、これにより
騒音の発生が低減され、誘導発電機の寿命を延ばすことが可能である。ハウジング又は支
承構造が重い磁石を加速することによる負荷に耐える必要が無いため、誘導発電機の構造
寸法も同様に低減可能である。
【００３５】
　これに対して代替的に、支承構造を、少なくともばね素子及び磁束リーダを支承するた
めに装備可能である。その際ばね素子の端部は、支承構造により固定した状態で保持可能
である。更に好適には、支承構造は環状に構成可能である。その際、環状のコイル－磁石
システム－配置は支承構造の中心領域において受容可能であり、及び環状のコイルは、ば
ね素子の端部により偏向又は振動可能である。従ってばね素子により、支承構造に対し及
び従って永久磁場に対し、コイルを可動な状態で支承できる。この場合、環状の磁束リー
ダは締め付けた状態で、支承構造により支承可能である。これは例えば、支承構造の中心
領域に、圧入により磁束リーダを支承することで達成可能である。代替的又は追加的に、
１つ又は複数の例えば吊り金具等の支承素子を介して、支承構造は磁束リーダを支承可能
である。更に代替的又は追加的に、接着剤による接続を介して、支承構造は磁束リーダを
支承可能である。更に代替的に、ねじ山を介して、支承構造は磁束リーダを支承可能であ
る。更に代替的に、支承構造自体が、コイルに対向する領域に磁束リーダを形成可能であ
る。支承構造は、例えばプラスチックから製造可能である。その際、支承構造の磁束リー
ダを形成する部分は、永久磁場の磁束を導く素子を備える。この場合、支承構造の磁束リ
ーダを形成する部分全体を、磁束を導く素子により構成可能であり、支承構造の残りのプ
ラスチック構造と接続可能である。これに対して代替的に、支承構造の磁束リーダを形成
する部分は、プラスチック内に磁束を導く素子を埋め込み一体化する、又はプラスチック
上にこうした素子を塗布することにより、プラスチックで形成可能である。こうした実施
形態は、前述の利点を同様に備えるものである。
【００３６】
　好適には、環状の支承構造は径方向に、磁束リーダを支承する第１支承リングを、及び
この径方向外側に境を接する第２支承リングを備え、第２支承リングは、ばね素子の端部
と接触する。その際、第１支承リングは、径方向に直交する支承構造の中心軸に沿って、
第２支承リングよりも小さく構成される。これにより、一方では磁束リーダがコイルに密
着し、並びに他方では、径方向に走る大きな振動領域を、ばね素子のために提供可能であ
る。
【００３７】
　更に好適には、第２支承リングは中断された弓形部分を備え、弓形部分では、第１支承
リングが径方向に露出される。これにより、操作領域を提供可能であり、操作領域におい
て、コイルを偏向するための操作素子が支承構造の中心領域から突出可能である。
【００３８】
　更に好適には、第２支承リングは、弓形部分において、径方向に対して直交する中心軸
に沿って走る貫通部を備える。貫通部は、支承構造の表面から対向する表面に達する。こ
れにより、表面間を接続可能である。この接続を、例えばコイル－磁石システム－配置の
電気接触部を、コイル－磁石システム－配置の電気接触へと導くため、１つのみの表面か
ら取り上げ可能である。
【００３９】
　好適には、支承構造は径方向に、第２支承リングと径方向外側に境を接する閉鎖リング
を備える。閉鎖リングは、径方向に対して直交する中心軸に沿って、第２支承リングより
も大きく構成されている。これにより、ばね素子を囲む面及びコイル－磁石システム－配
置を保護するハウジングが構成可能である。
【００４０】
　更に好適には、支承構造は、径方向に走る、支承構造の中心面に対して対称に構成され
ている。互いに対向する、支承構造の中心軸方向を示す表面の各々を、誘導発電機のため
の上下側として取り上げ可能であるため、支承構造の取り扱いが容易になる。
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【００４１】
　好適には、支承構造は磁石配置を支承するための支承素子を備える。支承素子は、第２
支承リング又は閉鎖リングから径方向に、少なくとも支承構造の中心領域にまで延在する
。更に好適には、支承素子は一個部品とし、支承構造と共に、例えば射出成形で形成する
。これに対して代替的に、支承素子は支承構造に固定可能であり、又更に代替的には、支
承構造に接触可能である。好適には、支承素子は支承構造のための底部を構成する。底部
は少なくとも、コイル－磁石システム－配置を受容可能である支承構造の中心領域及び第
１支承リングを覆うために装備される。これにより、コイル－磁石システム－配置が確実
に保護可能である。これに対して代替的に、支承素子は追加的に、第２支承リング又は閉
鎖リングを覆うために装備可能である。これにより、支承構造は支承素子に容易に接触可
能となる。
【００４２】
　好適には、支承構造は少なくとも、支承構造に受容可能なコイル－磁石システム－配置
を電気接触させるための接触素子を備える。その際、接触素子は消費装置と連結可能であ
る。消費装置とは、コイル－磁石システム－配置に発生されたエネルギを消費する各装置
をみなす。更に好適には、接触素子は支承構造のためのカバー素子を構成する。その際カ
バー素子は、少なくとも支承構造の中心領域及び第１支承リングを覆うために装備される
。これに対して代替的に、カバー素子は第２支承リング又は閉鎖リングを覆うために装備
可能である。更に代替的に、接触素子は好適には、前述したような支承素子を構成可能で
あり、又はそうした支承素子と共に使用可能である。後者の場合、コイル－磁石システム
－配置を支承構造にカプセル化可能であり、これにより良好な状態で保護可能である。
【００４３】
　好適には、コイルはコイル支承部を備える。コイル支承部は、ばね素子の保持された端
部に対向する、ばね素子の自由端と接続されている。好適には、コイル支承部は直接的に
、又は代替的には少なくとも１つの更なる素子を介して、ばね素子の自由端に接続可能で
ある。従ってコイル支承部を介して、ばね素子のばね力を、損失を僅かに押さえかつ均一
にコイルに伝達可能である。同時にこの実施形態により、コイルで発生された電流を、例
えばばね素子に一体化された接触部を介して集電すべく、ばね素子に容易に転送可能であ
る。
【００４４】
　更に好適には、コイル支承部はコイルを偏向するための操作素子を備える。操作素子は
、例えば操作舌部の形状で構成可能であり、操作者の手が届き易く、かつコイルが静止状
態から２つの対向方向の一方の方向に偏向可能であるよう配置可能である。操作素子を解
除した後、コイルは振動運動を開始できる。
【００４５】
　誘導発電機の一実施形態により、ばね素子は第１二重薄板ばね及び第２二重薄板ばねを
備えることが可能である。この第１二重薄板ばね及び第２二重薄板ばねの間で、空気流路
内で振動する状態でコイルを支承している。両二重薄板ばねは同様に構成可能である。二
重薄板ばねは、２つの互いに接続された薄板曲げばねであり、コイルの巻回面に対して直
交し、互いに重なり合って配置されている。個々の薄板曲げばねの間隔は、およそコイル
の高さと対応させることが可能である。こうした配置においては、二重薄板ばねは二重平
行四辺形を構成する。二重平行四辺形においては、互いに重なり合って配置されたばねは
、巻回面に対して直交し、２つの対向する方向で変形可能であり、コイルはこの方向に沿
って振動運動する。このように構成された二重平行四辺形の助けにより、コイルは、特に
均一にかつ長く継続して振動可能である。これにより、誘導発電機の効率性を最大化でき
る。
【００４６】
　更に、ばね素子はコイルの電気接触のための導電体を形成可能である。そのために、ば
ね素子の一部分は、振動運動によりコイルから供給される交流電流を集電するための接触
素子を備える。従ってばね素子を、コイル内で誘導された電流を、例えばコイルと電力消
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費装置の間へと導くためにも使用可能である。有利なことにばね素子は、２つの互いに電
気的に絶縁された部分を備えることが可能である。この部分を介して、コイルを電気接触
させ、並びに誘導発電機の支承構造に対して可動な状態でコイルを支承可能である。例え
ば、コイルの電気接続部を、２つの二重薄板ばねを介して電気接触させることが可能であ
り、その際、二重薄板ばねは互いにに電気的に絶縁されている。このような実施形態によ
り、分離型の集電器が省力可能であるため、構造空間を節約できる。
【００４７】
　コイルの両側に配置された二重薄板ばねを、ばね素子並びにコイル支承部とする好適な
適用例においては、コイル支承部は例えば２つの突起部を備えることが可能である。突起
部の各々の内部に二重薄板ばねの端部が係合可能であり、コイル支承部を保持する。
【００４８】
　二重平行四辺形によりコイルを支承することが有利ではあるが、必ずしも必須というわ
けではない。コイルを、例えば単純な板ばね又は膜により、振動する状態で支承すること
も可能である。曲げばね、引張ばね又は圧縮ばねを組み合わせた単純な線形支承部も可能
である。この場合、二重薄板ばねは集電のために、柔軟性箔、滑り接触又は電線を使用可
能である。
【００４９】
　の代替的な一実施形態により、ばね素子は第１薄板曲げばね及び第２薄板曲げばねを備
えることが可能である。第１薄板曲げばね及び第２薄板曲げばねの間で、コイルを空気流
路内で振動する状態で支承可能である。両薄板曲げばねは同様に構成可能である。薄板曲
げばねは、板ばねの基本形状から製造できる。例えば、薄板曲げばねの既定の形状を、板
ばねの基本形状から穿孔により達成可能である。好適には、薄板曲げばねは保持可能な端
部、及び保持可能な端部に対向する、コイル、特にコイル支承部を保持するための端部を
備える。保持可能な端部は、支承構造に保持されるよう装備される。好適には、保持可能
な端部は支承構造に接触可能であるよう装備される。自由端は、励振力の作用が加えられ
た後に、保持可能な端部に対して自在に振動するよう装備される。好適には、弧形のばね
アームを介して、自由端が保持可能な端部に接続される。好適には、薄板曲げばねは環状
に構成される。更に好適には、保持可能な端部は、少なくとも半円形の薄板曲げばねの縁
部により構成され、縁部の端部領域から、弧形のばねアームが各々、薄板曲げばねの半円
形の中心方向に、半円形の中心領域に配置された保持領域にまで、弧形に延長する。その
際保持領域は、薄板曲げばねの自由端を構成し、コイル又はコイル支承部を保持するため
に装備される。更に好適には、保持領域は、薄板曲げばねの環状の中心部により構成され
る。好適には、中心部はシリンダ状のコイル支承部に固定可能であるよう構成される。更
に好適には、中心部は対向する位置において弧形のばねアームに接続する。
【００５０】
　更に好適には、薄板曲げばねはコイルを偏向するための操作素子を備える。操作素子は
、例えば操作舌部の形状で構成可能であり、操作者の手が届き易く、かつコイルが静止状
態から２つの対向方向の一方の方向に偏向可能であるよう配置可能である。操作素子を解
除した後、コイルは振動運動を開始可能である。更に好適には、操作舌部は、弧形のばね
アームが薄板曲げばねの環状の中心部に移行する領域に配置され、及び中心部に対向する
方向に突出する。
【００５１】
　好適には、個々の薄板曲げばねの間隔は、およそコイル又はコイル支承部の高さと対応
させることが可能であり、その際、薄板曲げばねは互いに平行して配置されている。この
配置において、各薄板曲げばねのばねアームは、コイルが振動運動するよう巻回面に対し
て斜めに変形可能である。両ばねアームの力の作用点が、中心部で互いに対向することに
より、コイルが巻回面に対して直交する向きとなり、特に均一にかつ長く継続して振動可
能である。これにより、誘導発電機の効率性を最大化できる。
【００５２】
　しかし好適には、薄板曲げばねの各々がコイルの電気接触のための導電体を形成可能で
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ある。そのために、薄板まげばねの一部分が、振動運動によりコイルから供給される交流
電流を集電するための接触素子を備える。好適には、接触素子は薄板曲げばねに配置され
る。更に好適には、接触素子は薄板曲げばねの基本形状を含む面から突出する。更に好適
には、接触素子は自由端において、滑り接触部として形成される。更に好適には、第１及
び第２薄板曲げばねの各自由端の滑り接触部は、共通面に配置される。これにより単純か
つ効率的な方法で、コイル内で誘導された電流を、例えばコイルと電力消費装置の間へと
導くためにも薄板曲げばねを使用可能である。更に、コイルの電気接触は、支承構造又は
コイルの一つの側からのみ達成される。
【００５３】
　誘導発電機の一実施形態により、誘導発電機はシリンダ状のコイル支承部を備える。コ
イル支承部上に、好適な薄板曲げばねを固定可能である。コイル支承部は、少なくとも１
つの正面側の端部において、１つ又は複数の保持突起部を備える。保持突起部は、シリン
ダ体から径方向に突出し、薄板曲げばねの保持領域と接触するために装備される。更に好
適には、コイル支承部は正面側の端部の領域に内径ねじを備える。内径ねじは、外径ねじ
を備えて構成された保持素子とねじ留めされるために、コイル支承部の正面側の端部に装
備される。保持素子はそのために、好適にはシリンダ状で外径ねじを備えて構成され、及
び更に好適には、外径ねじの開始部分に対向する端部に、１つ又は複数の保持突起部を備
える。保持突起部は、径方向に、保持素子のシリンダ体から突出し、及び薄板曲げばねの
保持領域と接触するために装備される。保持素子がコイル支承部上にねじ留めされること
より、薄板曲げばねはコイル支承部の正面側の端部において、保持素子の保持突起部とコ
イル支承部の間に保持、又は締め付けた状態で固定可能である。更に好適には、コイル支
承部は正面側の各端部に、上述したような保持素子を固定するための内径ねじを備える。
【００５４】
　は、振動運動に起因してコイルから供給される交流電圧の初期極性を検出する、検出ユ
ニットを備えることができる。初期極性は、偏向に続く振動運動の初期方向に依存し、従
ってコイルの偏向方向に依存する。対応して検出ユニットは、振動運動に起因してコイル
から供給される交流電流の初期方向を検出するよう構成可能である。これにより、例えば
振動運動の準備のため、２つの対向方向のいずれにコイルが操作素子により偏向されたか
決定できる。このようにして、いずれの方向に誘導発電機の操作素子が動かされたか認識
できる。従って単純な方法で、例えばスイッチオン操作及びスイッチオフ操作を、例えば
照明ユニットである誘導発電機と接続する装置に関して区別可能である。
【００５５】
　誘導発電機を使用する電流発生方法であって、誘導発電機は、永久磁場を発生させる磁
石配置と、環状のコイルと、ばね素子と、永久磁場が広がる空気流路と、を備える誘導発
電機であって、磁石配置は、第１極部分と、第２極部分と、第１極部分と第２極部分の間
に配置された磁石と、を備え、コイルが、ばね素子と接続され及び空気流路内に可動な状
態で配置され、空気流路が、環形状を備え及び環状のコイルの全体を受容するよう構成さ
れており、方法は：
コイルを、空気流路内のコイルの振動運動が、空気流路内部の永久磁場の磁束を横切る向
きに作用するよう偏向するステップと、
コイルの振動運動に基づく電磁誘導により、コイル内で電流を発生させるステップと、
を備える方法である。
【００５６】
　本明細書で提案された構想は、本明細書で提案された本発明の実施形態である方法のこ
うした形態においても、有利なことに実行可能である。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
　本発明は、添付の図面を参照して例示的に詳説される。
【図１】誘導システムの効率性を説明するための原理を示す図である。
【図２Ａ】本発明の実施形態による誘導発電機の原理を示す平面図である。
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【図２Ｂ】図２Ａの誘導発電機の横断面図である。
【図２Ｃ】図１Ａ及び図１Ｂの誘導発電機の詳細を示す斜視図である。
【図２Ｄ】図２Ｃの誘導発電機の側面図である。
【図２Ｅ】図２Ｃ及び図２Ｄの誘導発電機のハウジング内の平面図である。
【図２Ｆ】図２Ｅの誘導発電機の断面図である。
【図２Ｇ】図２Ｅの誘導発電機の斜視的な上面図である。
【図２Ｈ】図２Ｅの誘導発電機を斜視的な下面図である。
【図２Ｉ】図２Ｈの誘導発電機の分解図である。
【図３Ａ】本発明の更なる一実施形態による誘導発電機の磁石システムの平面図である。
【図３Ｂ】図３Ａの磁石システムの横断面図である。
【図３Ｃ】図３Ａ及び図３Ｂの磁石システムの分解図である。
【図４】更なる一実施形態による誘導発電機の磁石システムの斜視的な平面図である。
【図５】図４の磁石システムの横断面の部分図である。
【図６】図４の磁石システムを囲むコイル振動システムの斜視的な平面図である。
【図７】更なる実施形態による誘導発電機の斜視的な平面図である。
【図８】図６のコイル振動システムの、巻回部を除いた状態の斜視的な側面図である。
【図９Ａ】図８のコイル振動システムの、巻回部を備えた状態の斜視的な側面図である。
【図９Ｂ】コイル振動システムの更なる斜視的な側面図である。
【図１０】本発明の実施形態による、誘導発電機を使用する電流発生方法のフローチャー
トである。
【発明を実施するための形態】
【００５８】
　本発明の好適な実施形態に関する以下の記載において，種々の図面に記された類似の作
用を有する素子に関しては同一又は類似の符号を使用し，これら素子を繰り返して記載す
ることを控えている。
【００５９】
　図１は、誘導システムの効率性を説明するための原理を示す図である。磁場において、
矢印で示された振動する相対運動104を実行するコイル又は巻回部100が示される。異なる
二重矢印は、コイル100の発振振幅106、コイル100において効果的に使用された巻回部長1
08並びに巻回部100の損失領域110を示す。作動中のコイル100は、矢印104で示された長手
方向に振動するため、コイル100の両脚部は、磁場102の独立した対向部分112及び114に位
置する必要がある。損失領域を構成する、コイル100の２つの部分は、この図においては
上下に示され、この場合単に「連結器」及び「仕切り部」となる。この場合、巻回部100
において誘発されたエネルギの一部分は、抵抗損失に規定され、巻回部100を構成する導
体、例えば銅線において消去される。
【００６０】
　以下の図面により、本発明による誘導発電機の原則的な構成を図示する。図に記載され
た代表的な誘導発電機は、特に自律型無線スイッチを作動するために使用可能である。
【００６１】
　図２Ａは、本発明の一実施形態による誘導発電機200の原理を示す平面図を示す。誘導
発電機200は平面図で示される。環状のコイル206を支承するためのコイル支承部234が示
される。コイル支承部234は、環状のコイル206を偏向するための操作素子236、並びにコ
イル206内で電圧を誘発させるために、環状のコイル206と作動接続する磁石配置204を含
む。磁石配置204の第１極部分208と第２極部分110の間には空気流路112が走る。空気流路
112は、コイル206のような環形状を備え、コイル206の全体を受容する。空気流路112部分
並びにその中に配置されたコイル206は、図２Ａにおいてはコイル支承部234に覆われてい
る。図示のように、ここで示す誘導発電機200の実施形態においては、磁石配置204及びコ
イル206の両方共が矩形、すなわちほぼ正方形に構成されている。
【００６２】
　図２Ｂは、本発明の一実施形態による、図２Ａの線Ａ－Ａに沿った、図２Ａの誘導発電
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機200の横断面図を示す。この図において誘導発電機200の構成を良く認識できる。第１極
部分208及び第２極部分210は、この場合２つの、異なる形状の磁極片として構成されてい
る。磁極片は、磁極片の間に位置する磁石214に接して配置されている。ここでは、第１
磁極片208が磁石配置204のS極を、第２磁極片210が磁石配置204のN極を構成する。図示の
ように、第１磁極片208の外周縁領域を形成している壁部分は上方に曲げられ、第１磁極
片208が鉢を構成する。この鉢の中心領域には、磁石214及び第２磁極片210が、互いに積
層状に配置されている。ここでは、第２磁極片210がディスク状に構成され、その体積で
、その下に位置する磁石214を覆っている。第１磁極片208の外周縁領域216及び第２磁極
片210の上面は、同じ高さで完結するか、又は磁石配置204の、第１磁極片208と反対側の
表面側で同一の表面を形成する。図２Ｂで示す誘導発電機200の実施形態においては、第
１極部分208の、曲げられて周囲を走る壁部分216が、空気流路212の外壁を構成する。第
２磁極片210の側面は、空気流路212の内壁220を構成する。対向する向きの矢印は、第１
極部分208及び第２極部分210の間にある、磁石配置204により構成される永久磁場のトー
ラス状の磁場回路の磁束222を示す。磁石配置204の極性に対応して、図２Ｂで示す誘導発
電機200の実施形態においては、この場合矢印で示されるように磁束222が空気流路212を
内側から外側へ横断する。コイル206が休止状態にある場合、磁束222は、第１磁極片208
の底部分に対して少なくとも実質的に平行し、及びコイル206の巻回面に対して少なくと
も略平行する。以下の図面でより詳述されるばね素子により、コイル206は間隙又は空気
流路212内で振動する状態で支承されている。コイル206は、コイル206の操作素子236を操
作した後に、ローレンツ力を利用してコイル206の巻回部内で電流を発生させるために、
二重矢印で示された振動する相対運動又は振動運動224を、点線で示されたコイル206の中
心軸226に沿って行なう。
【００６３】
　既述のように、磁石配置204により構成された誘導発電機200の磁石システムは、静止す
るよう構成されており、実質的に、鉢状の第１磁極片208とディスク状の第２磁極片210の
間に位置する磁石214からなる。曲げられた縁領域216により構成された、鉢状の磁極片20
8の垂直の脚部は、ディスク状の第２磁極片210の上角部まで延在し、磁極片208,210の間
に、間隙又は空気流路212が構成される。間隙212により磁石回路が閉鎖し、間隙212内に
永久磁場が構成される。永久磁場は、誘導発電機200が作動している間、方向を反転しな
い。間隙212又は磁石システムは、円形、四角形、正方形等に構成可能である。図２Ａ及
び図２Ｂに示す例では、磁石システムは構成的又は経済的な観点から、正方形に構成され
たが、誘導発電機200の構成は正方形に限定されない。誘導発電機200は必要に応じて、例
えば三角形、矩形又は四角形、並びに円形又は楕円形の、任意の形状をとることが可能で
ある。
【００６４】
　間隙212内には、鉄心が無く軽量の、四角形の巻回部又はコイル206がある。コイル206
の単数又は複数の電線は、第２磁極片210を包囲する。コイル206は、可動な状態で支承さ
れ、間隙212に沿う上下の相対運動224が可能である。巻回部206は、その略全長が第１磁
極片208と第２磁極片210の間にあるため、巻回部206における抵抗損失は、従来技術比で
最低にまで低減される。これにより効率性が更に向上し、構造空間の最小化を達成可能で
ある。
【００６５】
　図２Ｃは、本発明の一実施形態による、図１Ａ及び図１Ｂの誘導発電機200を斜視図で
詳細に示す。ここでは、動きが可能な状態でコイル206を空気流路212内に支承するばね素
子228を、良好に認めることができる。ここで示す誘導発電機200の実施形態においては、
ばね素子228は二個組の「ばね平行四辺形」の形状であり、共同して略「二重平行四辺形
」を構成する。図示のように二重平行四辺形は、第１二重薄板ばね230及び第１二重薄板
ばね230に平行して走る第２二重薄板ばね232により構成され、この第１及び第２二重薄板
ばねの間に、コイル206が配置されている。第１及び第２二重薄板ばね230,232は各々、２
枚の薄板曲げばねから組立てられている。更に、この２枚の二重薄板曲げばねは互いに平
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行して走る。ばね素子228の第１端部領域は、ハウジング内又は支承構造202に固定され、
第１端部領域に対向する、ばね素子228の更なる端部領域は、コイル本体又はコイル支承
部234に固定されている。平行四辺形のこうした配置のために、第１二重薄板ばね230及び
第２二重薄板ばね232は、振動運動224の両方向に平行に変形するため、コイル206は、略
平行運動において振動224の相対運動を可能とし、従って４枚の薄板ばねを備えた、極め
て良好な振動体を構成可能である。
【００６６】
　この実施形態により、支承構造202に固定された、二重薄板ばね230,232の端部は支承構
造202を貫通し、支承構造202を経て外側に突出する、これら端部の末端部は、Ｕ字型に曲
げられ、例えば電気接点として使用可能であり、例えば無線モジュール、又は誘導発電機
200の作動で電気エネルギを供給可能である他の電気回路へ向けてのエネルギ供給に使用
可能である。
【００６７】
　ハウジング又は支承構造202を介して、誘導発電機200は、例えば壁面等の対象物に固定
可能である。そのために、例えばねじ等である適切な固定素子を使用可能である。振動22
4の間、コイル206は動いているが、一方支承構造202、磁石配置204並びに磁石配置により
作用を受ける磁石回路は静止状態にある。誘導発電機200が対象物に固定されていると、
コイル206は振動224の間に動くことになるが、一方支承構造202、磁石配置204並びに磁石
配置により作用を受ける磁石回路及び対象物は静止状態にある。
【００６８】
　図２Ｃに示す構想の本質的な利点は、機械的損失が、殆ど無視可能な個々のばねの内部
摩擦及びコイル206の振動の間の空気抵抗に起因する機械的損失のみだということである
。
【００６９】
　第１二重薄板ばね230及び第２二重薄板ばね232は互いに電気的に絶縁されているため、
同時に集電目的又はコイル206の電気的接続のために使用可能である。コイル206の端部電
線は、直接的又は間接的に追加接触ピンにより、更なるばね端部に接触可能である。第１
端部領域のばね端部は、片側又は両側をばね接触部として構成可能であり、随意の電子モ
ジュールに、極めて容易かつ省コストで接触可能である。
【００７０】
　図２Ｃは更に、コイル支承部234に構成された、誘導発電機200の操作素子236を示す。
この場合、舌部形状に構成された操作素子236によりコイル206を偏向可能であり、ローレ
ンツ力を利用して電流を発生させるため、ばね素子228の助けにより、誘導発電機200の永
久磁場においてコイル206を振動させることが可能である。
【００７１】
　二重平行四辺形228によりコイル206を支承することが有利ではあるが、必ずしも必須と
いうわけではない。コイル206を、例えば単純な板ばね又は膜により、振動する状態で支
承することもできる。曲げばね、引張ばね又は圧縮ばねを組み合わせた、単純な線形支承
部も可能である。この場合二重薄板ばね230,232は、集電のために柔軟性箔、滑り接触又
は電線を使用可能である。
【００７２】
　図２Ｄは、本発明の一実施形態による誘導発電機200の構成の側面図を示す。コイル106
を支承しているために、少なくとも互いに略反対方向の直線運動により振動224を示すこ
とが可能である。代替的に、振動224が僅かな回転過程を有することも可能である。
【００７３】
　図２Ｅは、本発明の一実施形態による誘導発電機200を、完全に組立てた状態の平面図
を示す。前出の図面において詳説された磁石システム及び振動システムの配置は、この場
合、保護用のハウジング238内に収容されている。固定クランプ240が使用され、これによ
り、電流発生に必要とされる誘導発電機200の全ての素子が、負荷のかかった状態のもと
でも、互いに対して理想的な位置に留まり、誘導発電機200が誤作動無く機能するよう保
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証可能である。
【００７４】
　図２Ｆは、本発明の一実施形態による、完全に組立てた状態の誘導発電機200の、図２
Ｅの線Ａ－Ａに沿った横断面図を示す。この図において、磁石配置204を静止した状態で
固定して支えるために固定クランプ240が適しており、一方では、コイル支承部234により
空気流路212に位置決めされたコイル206が、空気流路212内で自在に振動可能であると良
好に認めることができる。
【００７５】
　図示したように、誘導発電機200を平坦でコンパクトな構造で設計可能である。
【００７６】
　図２Ｇは、本発明の一実施形態に従って設計した誘導発電機200の、斜視的な平面図を
示す。
【００７７】
　図２Ｈは、本発明の一実施形態による誘導発電機200の斜視的な下面図を示す。この実
施形態によっては、第１極部分208の外周縁領域216は、その中でコイルが振動可能である
空気流路に対して、周囲で閉鎖された外壁部を構成していない。その代わり、第１極部分
208の外周縁領域216は、角部にスリット242を備える。スリット242は、第１極部分208及
び第２極部分210により構成された空気流路の底部にまで延在する。従って、空気流路の
外壁はスリット242により中断される。スリット242は、矩形に巻かれたコイル206の角部
の領域に存在する。スリット242を介して、コイル支承部234の自由端が突出する。コイル
支承部234の自由端は、第１二重薄板ばね230及び第２二重薄板ばね232の自由端に接続さ
れている。これによりコイル206は、鉢形状の第１極部分208に全体を受容され、支承及び
保護可能である。コイル206は、第１極部分208の外側に配置された支承及び操作素子、詳
細には、第１極部分208の外側で支承構造202からコイル支承部234にまで延在する二重薄
板ばね230,232及び第１極部分208の側方に突出する操作素子236を介して、支承及び作動
される。
【００７８】
　図２Ｉは、本発明の一実施形態による誘導発電機200の分解図を示す。この図は、誘導
発電機200の組立が比較的容易に実行可能であることを示す。個々の部品206,208,210,214
,230,232,234はハウジング238に取り付けられ、続いて固定クランプ240の助けにより固定
される。磁極片208,210の磁石214は完全に包囲されており、強い磁場、並びに機械的及び
温度的な負荷から良好に保護されている。
【００７９】
　ハウジング238は、二方向に開放する矩形の槽を形成する。槽内領域244は、磁石配置20
4及びコイル206を受容するための受容領域を構成する。換言すると、受容領域244は側方
で、３つの互いに直角をなして配置された、周囲を走るハウジング壁を形成する側壁246
、及び側壁246を互いに接続するハウジング底部248により、区切られている。ハウジング
底部248は、その受容領域244に向いた表面側に、位置及び固定ユニット250,252を含む。
位置及び固定ユニット250,252は、誘導発電機200を組立てた状態において、特に第２極部
分210及び第１極部分208の向きを決定し固定すべく、磁石配置204を位置決めし、固定す
る。詳細には、位置及び固定ユニットはハウジング底部248の中心に配置された突起部250
を備え、突起部250は、第２極部分210に対応して形成されたリセス内に係合する。突起部
250の外寸並びにリセスの内寸は、係合が可及的に遊びのない状態で達成され、その際公
差に限定されて、これらの素子の間にある程度の遊びが存在可能であるよう、互いに調整
される。この好適に実施形態においては、突起部250は正方形である。代替的に、突起部2
50は係合に適した他のいかなる形状とすることも可能である。更に、位置及び固定ユニッ
トには４つの更なる突起部252が割り当てられる。更なる突起部252は、鉢状の第１極部分
208が、組立てられた状態において、第１極部分208の外側が更なる突起部252の内側に接
触するように、ハウジング底部248上に配置されている。この場合の接触は、前述の係合
の場合と同様に可及的に遊びのない状態で達成される。対応して、第１磁極片208の外寸
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及び更なる突起部252の間隔が互いに調整される。位置及び固定ユニットにより、磁石配
置204が確実に位置決めされ、ハウジング壁246の方向で確実に固定可能である。
【００８０】
　２枚の側壁246に区切られた中心のハウジング壁246は、隣接する側壁246に対する各角
領域において通路を備える。第１二重薄板ばね230又は第２二重薄板ばね232の自由端は、
組立て時にこの通路を介して貫通する。ハウジング底部248は、バックラッシュを備えた
ばね受容部254を備える。ばね受容部254は、二重薄板ばね230,232の端部間の中心領域を
受容する。各ばね受容部254は通路の延長部に構成され、側方で、ハウジング壁246並びに
ハウジング壁246に対向する更なる突起部252のうちの２つの突起部により、区切られてい
る。ばね受容部254は、リセスによりハウジング底部248に形成され、二重薄板ばね230,23
2の振動が妨げられない、又は操作素子236によりコイル206が作動した後にコイル206の振
動が妨げられないような内寸を備える。換言すると、二重薄板ばね230,232は、各ばね受
容部254に、少なくともコイル206の振動方向に自在に可動な状態で配置されている。この
場合、境を接するハウジング壁246並びに２つの更なる突起部252は、二重薄板ばね230,23
2に対して振動方向へのリード部を構成可能であり、これにより、振動方向に交差する、
二重薄板ばね230,232の運動を抑制可能であり、従ってコイル206の運動を抑制可能である
。
【００８１】
　以下に、図２Ａ乃至２Ｉで示す誘導発電機200の機能について詳述する。
【００８２】
　発電機200を操作するためには、操作者はコイル支承部234の操作舌部236を摘み、相対
運動224両方向の一方に、所定の経路まで又は所定の力で偏向し、急激に放す。コイル206
は一定の磁場内で振動を始め、ローレンツの法則によりコイル206内で電気エネルギが誘
導される。電気エネルギは、送信モジュールに供給されるために、両二重薄板ばね230,23
2により集電される。相互誘導に規定され、コイル206の発振振幅は消費装置の出力に応じ
、コイル支承部234が静止するまで減衰する。ばね素子228のばね定数及びコイル206の重
量により、パルス幅が制御される。この場合、損失は実質的に、振動の間の空気抵抗によ
ってのみ発生する。この構想により達成可能な効率は、75%と90%の間である。エネルギ変
換器200の磁石システムの鉄回路は、従来のシステムと比較すると、磁石のヒステリシス
の部分領域のみで使用され、従って高度の磁気特性が要求されず、システムの費用が著し
く低減される。誘導発電機200は交流電流を発生させる。極性、例えば第１半正弦の極性
を計測し、方向認識のために使用可能である。従って、発電機200の作動方向に応じて、
しかも追加の符号器接触部無しで、例えば「オン」及び「オフ」信号を生成し、送信可能
である。
【００８３】
　既述したように及び以下の図面で示すように、エネルギ変換器200の磁石システムは異
なる態様で構成可能である。特に空気流路の形状を変化可能であり、これによりコイルの
形状も変化可能となる。
【００８４】
　図３Ａは、本発明の更なる一実施形態による誘導発電機の磁石システムの平面図を示す
。磁石システムは、磁石配置204により構成される。図２Ａ乃至図２Ｉで例示的に示され
た誘導発電機と比較すると、この誘導発電機では、平坦なブロック磁石が、スペースを省
略しつつコイル内に配置されている。この場合、磁石配置204の磁石として、環状の磁石
が使用されている。この場合でも、第１極部分208と第２極部分210の間に空気流路212を
構成するために、第１極部分208、磁石214及び第２極部分210が互いに積層状に配置され
ている。極部分208,210は、磁石に接する磁極片として構成されている。誘導発電機の残
りの素子は、既述のように構成可能であり、又は磁石システムの円形の構成形状に適合可
能である。
【００８５】
　図３Ｂは、本発明の一実施形態による、図３Ａの線Ｃ－Ｃに沿った、図３Ａの磁石シス
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テムの横断面図である。
【００８６】
　図示のように、この場合第１磁極片208が磁石配置204の基底部を構成する。しかし、上
述の更なる実施形態と異なり、この場合シリンダ状の中心領域300は、中心領域300から側
方に突出する受容面を備え、第１磁極片208はハブ状の環状受容部を構成する。環状受容
部へ、環状の磁石214及び第２磁極片210が搭載されている。更に第２磁極片210は、ディ
スク状又は環状に形成され、磁石システムの蓋を構成する。第１磁極片208のシリンダ状
の中心領域300及び第２磁極片210の上側は、同一の高さで完結する。換言すると、中心領
域300は、側方に突出する受容面から、磁石214及び第２磁極片210の材料強度に対応した
高さを備えることになる。図３Ｂに示す、誘導発電機の実施形態においては、第１磁極片
208の中心領域300の径方向の外面が、空気流路212の内壁220を構成し、第２磁極片210の
側面又は径方向の側方内壁が、空気流路212の外壁218を構成する。
【００８７】
　図３Ｃは、本発明の一実施形態による、図３Ａ及び図３Ｂの磁石システムを分解図で示
す。この場合、磁石214並びに第２磁極片210の環形状が示される。
【００８８】
　図３Ａ乃至図３Ｃで示された誘導発電機の実施形態は、誘導発電機の必要スペースがそ
れほど厳しく制限されない場合に提案可能である。そのような場合、誘導発電機の磁石シ
ステムは、図３Ａ乃至図３Ｂに示す環状の磁石を備えて構成可能であり、環状の磁石とし
ては、例えばフェライト磁石等の費用対効果に優れた磁石を使用可能である。
【００８９】
　図４は、更なる一実施形態による誘導発電機301の磁石システムの斜視的な平面図を示
す。図３Ａで示す磁石システムのように、図４で示す磁石システムは磁石配置304により
構成されている。磁石配置304は、第１極部分308、磁石314及び第２極部分314からなる環
状の磁石を備える。これら構成部品は、互いに積層状に配置されている。極部分308,310
は、磁石314に接する磁極片として構成されている。追加的に環状の磁束リーダ305が備わ
り、磁束リーダ305は間隔をおいて磁石配置304を包囲し、これにより、磁石配置304と磁
束リーダ305の間に空気流路312が構成される。磁束リーダ305は、磁石配置304の積層配置
に平行して走る方向に、磁石配置304と比較してより小さな寸法を有する。この場合、磁
束リーダ305は空気流路312の外壁を構成し、それに対して磁石配置304は空気流路312の内
壁を形成する。このような配置により、構造空間の損失が可及的に低減される。
【００９０】
　図４に示す磁石システムの代替として、磁石配置と磁束リーダの配置を交換可能である
。その場合、環状の磁束リーダは、極部分及び磁石を上述のように積層配置した環状の磁
石配置に包囲されるであろう。この場合、磁石配置は空気流路の外壁を構成し、それに対
して磁束リーダは、空気流路の内壁を形成する。
【００９１】
　図５は、図４の磁石システムの横断面の部分図を示す。磁束リーダ305は、磁石配置304
により発生された永久磁場の磁束322を端部領域において受容し、対向する端部領域に導
き、磁石配置304の方向に再び放射するために装備されている。永久磁場の磁束322を、空
気流路312内において、磁束リーダ305と各極部分308,310の間で磁束密度が高まり、それ
らの間の領域においては磁束密度が僅かになるよう、極部分308,310の間で導くことが可
能である。
【００９２】
　図６は、図４の磁石システムを包囲するコイル振動システムの斜視的な平面図を示す。
コイル振動システムは、シリンダ状のコイル支承部324を備える。シリンダ状のコイル支
承部324上には、２つの互いに間隔をあけた環状のコイル巻回部が、巻回電線のように巻
回部体によって巻かれており（図９Ａ参照）、コイル巻回部は電気的に互いに接続され、
コイル306を構成する。シリンダ状のコイル支承部324は、磁石配置304を受容するために
設けられた内径を備える。コイル支承部324は、各薄板曲げばね330;332をコイル支承部32
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4上に固定可能とするために、２つ又は複数部分からなる組み立て可能な素子として構成
可能である。そのために、コイル支承部324は正面側の端部に内径ねじを備え、内径ねじ
に、シリンダ状の保持素子348をねじ留め可能である。シリンダ状の保持素子348は、外周
に配置された、複数の保持突起部349を備える。保持突起部349は、２つの薄板曲げばね33
0,332からなるばね素子328の保持領域334に接触する。コイル支承部324は、その各正面側
の端部に、同様に保持突起部325を備える。保持突起部325は、保持領域334に接触する（
図８Ａ参照）。薄板曲げばね330;332の保持領域334は、保持素子348がねじ留めされた状
態で、コイル支承部324の保持突起部325,349と保持素子348の間に締め付けられ、これに
よりコイル支承部324に固定される。
【００９３】
　この構成の代替として、図示されていない好適な一実施形態においては、コイル支承部
324が周方向に走る分割部を備えることが可能である。分割部により、コイル支承部324は
その周方向に対して横に分割可能及び組み立て可能である。分割部は、少なくとも２つの
、互いに接続可能及び解除可能なコイル支承角部により構成される。従って、コイル支承
部324は複数部分から構成可能であり、その際コイル支承部の各部分は、複数のコイル支
承角部のうちの１つを備える。
【００９４】
　この構成の代替として、図示されていない更なる好適な一実施形態においては、コイル
支承部324を一個部分として構成可能である。その際、コイル支承部324を周方向に分割可
能及び組立て可能とするために、分割部はその周方向に対して横に走る。この場合コイル
支承角部は、周方向に存在する、コイル支承部324の正面角部により構成される。追加的
にコイル支承部324は、分割後にコイル支承部324の直径をできる限り低減可能とし、各薄
板曲げばね330;332をコイル支承部324上で延在可能とするために、弾性材料から構成可能
である。
【００９５】
　更に、一個部分又は複数部分として構成されたコイル支承部324は、分割部の領域で偶
発的に分割が起こることを防ぐために、分割部の領域に固定素子を備えることが可能であ
り、固定素子は、固定される分割角部に係合する係合手段により形成可能である。更に係
合手段は、各分割角部を互いにロックするためのロック手段を構成可能である。その際係
合手段は、例えば保持突起又はロック突起等である保持手段、或いは分割角部を分割方向
で相互に保持するためのねじ山を更に備える。コイル支承部324は、プラスチック素材を
含んだ材料から構成可能である。
【００９６】
　更にコイル支承部324は、コイル支承部324のシリンダ状の本体が、その上に巻かれたコ
イル306と共に空気流路312内に配置可能であり、その際コイル306の両方のコイル巻回部
の各々が、極部分308,310のいずれか１つの極部分に対向するような厚みを、径方向に備
える。
【００９７】
　コイル支承部324と共に固定可能なばね素子328は、薄板曲げばね330,332を備える。薄
板曲げばね330,332は、基本形状と略同一に構成される。薄板曲げばね330;332の各々は、
板ばねの基本形状から形成される。各薄板曲げばね330;332は、半円形の支承縁333、及び
支承縁333と接続された、コイル支承部324を保持するための円形の保持領域334を備える
。この場合、保持領域334は保持突起部325に接し、これにより、薄板曲げばね330;332が
コイル支承部324から滑ることが防止される。支承縁333は、２つの弧形のばねアーム335,
337を介して、保持領域334に接続されている。第１ばねアーム335は、支承縁333の一方の
長手側の端部から、半円形の支承縁333の内部に位置する、保持領域334部分にまで弧形に
延在する。第２ばねアーム337は、支承縁333の他方の長手側の端部から、半円形の支承縁
333の外部に位置する、保持領域334部分にまで弧形に延在する。その際、第２ばねアーム
337の、外側に位置する接続点は、第１ばねアーム335の、内側に位置する接続点に対向す
る。これにより、保持領域334はコイル支承部324と共に、半円形の支承縁333に対して同
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軸上に保持される。その際、保持領域334はコイル支承部324と共に、支承縁333に対して
、コイル支承部324の長手方向軸に平行して自在に振動可能である。
【００９８】
　第１薄板曲げばね330は、支承縁333の端部領域に、第１接触素子338を備える。接触素
子338は、支承縁333の長手側端部から続き、第１薄板曲げばね330の基本形状を含む面か
ら突出する。接触素子338の自由端は、滑り接触部を構成する。そのために、接触素子338
の自由端は僅かに曲げられ、その際、第１薄板曲げばね330と反対側へのカーブが、滑り
接触点、滑り接触線又は滑り接触面を形成する。従って第１薄板曲げばね330を、コイル
振動システムにより発生されたエネルギを導くための電気伝導体として使用可能である。
そのために第１薄板曲げばね330は、接続位置339によりコイル306と電気的に接続されて
いる。接続位置339は、第１ばねアーム335の保持領域334への接続点と、第２ばねアーム3
37がそこから延在する、支承縁333の長手側端部との間で、保持領域334に配置されている
。
【００９９】
　更に第１薄板曲げばね330は、第２ばねアーム337の保持領域334への接続点の領域にお
いて、コイル振動システムを操作するための操作素子を備える。これにより、コイル振動
システムを励振するための力は、薄板曲げばね330の材料強度の強い部分に伝達される。
【０１００】
　第２薄板曲げばね332は第２接触素子340を備える。第２接触素子340は、支承縁333の長
手側端部から続き、第２薄板曲げばね332の基本形状を含む面から突出する。第２接触素
子340の自由端は、カーブにより滑り接触部を構成する。カーブは、滑り接触点、滑り接
触線又は滑り接触面を形成する。滑り接触部は、第１接触素子338の滑り接触部と共通面
か、又は第１接触素子338の滑り接触部に近接する面に配置されている。従って、コイル3
06により誘発された電圧をタップ可能とするために、電気伝導体として構成された薄板曲
げばね330;332の各々に、コイル振動システムの側面により電気接触可能である。接触素
子338,340が突出して構成されているために、接触相手の圧力下で接触素子338,340が接触
するため、予め附勢された接触素子338,340が対応する接触相手に接触可能となる。これ
により、接触素子338,340と各接触相手の間で、常に電気接点を確保可能である。各接触
相手は、例えば滑り面として回路上に構成可能である。
【０１０１】
　第２薄板曲げばね332は同様に、例えばコイル306を構成するための巻回電線である巻回
体のための接続位置339を備える。その際接続位置339は、第１薄板曲げばね330の場合と
同様の位置に配置されている。
【０１０２】
　図７は、更なる実施形態による誘導発電機301の斜視的な平面図を示す。誘導発電機301
は、環状の支承構造302を備える。支承構造302は、プラスチック素材を含んだ材料から形
成されている。支承構造302は、磁石配置304及び磁束リーダ305を受容するための内径を
備える。支承構造302は、磁束リーダ305を支承する第１支承リング341、第１支承リング3
41と径方向外側で境を接する第２支承リング342であって、第１及び第２薄板曲げばね330
,332の支承縁333と各々接触する、対向する接触面343を備えた第２支承リング342、及び
第２支承リング342と径方向外側で境を接する閉鎖リング344であって、支承構造302に受
容された構成部品を径方向で保護するための閉鎖リング344を備える。この場合第２支承
リング342は、支承構造302の径方向の延在に対して直交して走る方向に沿って、第１支承
リング341よりも大きな寸法及び閉鎖リング344よりも小さな寸法を備える。第２支承リン
グ342は、この方向に沿って両側で等しく第１支承リング341を超える。更に第２支承リン
グ342は、この方向に沿って両側で等しく閉鎖リング344により超えられる。支承構造302
は、支承構造302の中心点を経て径方向に走る中心面に対して、対称に形成されている。
【０１０３】
　磁束リーダ305は、第１支承リング341に支承される。例えば第１支承リング341の内径
は、磁束リーダ305が圧入により第１支承リング341内に受容されるよう選択可能である。
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代替的又は追加的に、磁束リーダ305と第１支承リング341の間で保持手段を使用可能であ
る。保持手段として、接着手段、係合手段、ロック手段又は固定手段、あるいは保持に適
した他の手段を考慮可能である。これに対して代替的に、対応する磁束リード素材を第１
支承リングと一体化することで、第１支承リング341が磁束リーダ305を形成することも可
能である。
【０１０４】
　第２支承リング342は、弓形部分に切り欠き345を備える。切り欠き345により、第１支
承リング341の外側の表面側が露出される。切り欠き345は、径方向外側で第２支承リング
342に境を接する閉鎖リング344を介して続く。切り欠き345は、支承構造302に受容された
コイル振動システムを操作するための操作領域を構成する。操作領域345において、第１
薄板曲げばね330の操作素子336が突出する。
【０１０５】
　第２支承リング342は、更なる弓形部分に貫通部346を備える。貫通部346は、径方向に
対して直交して走る方向を示す、支承構造302の側面を、この側面に対向する他の側面と
接続する。貫通部を経て、第２薄板曲げばね332の接触素子340が突出する。これにより、
コイル306は支承構造302の側面で、コイル306により発生された誘導電圧をタップ可能と
するために電気接触可能である。
【０１０６】
　操作領域345と貫通部346の間にある、支承構造302の弓形部分において、接触面343は、
第１及び第２薄板曲げばね330,332の支承縁333と各々接触するよう配置されている。
【０１０７】
　コイル振動システムが支承構造302内に受容された状態で、第１支承リング341の、第１
及び第２薄板曲げばね330,332を示す縁側は、コイル306が、操作素子336の操作により励
振された後に、妨げられることなく支承構造302内で振動可能であるような間隔を、第１
及び第２薄板曲げばね330,332に対して備える。そのために、第１支承リング341の、支承
構造302の径方向に対して直交して走る寸法は、磁束リーダ305の、同方向に走る寸法を上
回ることがない。
【０１０８】
　図８は、図６のコイル振動システムの、巻回部を除いた状態の斜視的な側面図を示す。
図９Ａ及び図９Ｂは、コイル振動システムの、巻回部を備えた状態の斜視的な側面図を示
す。コイル支承部324は、正面側の端部の間に、周方向に走る２つのコイル路350を備える
。コイル路350は、コイル306を構成するための各コイル巻回部を受容する。両コイル路35
0は、コイル支承部324を部分的に包囲する分割ブリッジ351により互いに分割されている
。その際、分割ブリッジ351の側方縁部並びにコイル支承部324の保持突起部325の側方縁
部は、コイル支承部324の長手軸方向で各コイル路350を画定する。分割ブリッジ351は、
その長手側端部で周回端352を形成する。周回端352を介して、コイル巻回部はコイル路35
0の一方から、他方のコイル路350へと移動可能である。その際、コイル路350を走るコイ
ル巻回部のコイル巻回方向は、互いに対向する。これにより、第１及び第２極部分308,31
0の領域で優勢である磁束の、空気流路312に存在する対向する磁束方向が考慮され、コイ
ル306のコイル面が拡大される。
【０１０９】
　図示の実施形態のために選択された構成形状により、例えば防塵性又は防水性のある実
施形態が所望される場合に、誘導発電機200,301を簡単にカプセル化できる。
【０１１０】
　当然のことながら、図示の実施形態に加え、磁石システムの更なる上部構造が可能であ
る。重要なのは、コイル206,306の巻回部が、可及的に強い磁場において振動可能なこと
である。誘導発電機200,301の可動の振動システムは、非常にコンパクトかつ軽量に構成
されている。この場合コイル206,306は、外部からの振動が極めて強い場合にのみ、不所
望な振動に陥る。「誤った」無線信号の発生を防ぐために、振動体又はコイル206,306を
、操作者によりスイッチハウジングに対して静止位置及び端位置にブロック可能である。
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更なる可能性として、誘導された電圧を計測し、所定のレベルを超えた電圧上昇のみをス
イッチ信号として分類することがある。
【０１１１】
　図１０は、誘導発電機を使用して電流を発生させる方法400の実施形態のためのフロー
チャートを示す。方法400は、図２Ａ乃至図９Ｂで詳細に既述されたような誘導発電機に
関連して、有利に実行可能である。ステップ402において、誘導発電機の操作素子の操作
者は、ばね素子により可動な状態で支承されたコイルを、所定の量又は所定の力で偏向す
る。その結果、コイルは誘導発電機内の永久磁場の磁束を横切る向きの振動運動を実行す
る。ステップ404において、コイルの振動運動に基づく電磁誘導により、コイルの巻回部
内に電流が誘導される。適切な接触部を介して、電流が、例えば自律型スイッチを作動す
るためタップに接続される。
【０１１２】
　上述及び図示の実施形態は、単に例示的に選択されたものである。異なる実施形態を、
全体として又は個々の特徴に関して互いに組み合わせ可能である。一実施形態を、更なる
一実施形態の特徴により補完することもできる。実施形態は第１の特徴及び第２の特徴を
「及び／又は」として結合した特徴を含むため、一実施形態による実施形態は第１の特徴
と第２の特徴の双方を有し、更なる一実施形態による実施形態は第１の特徴又は第２の特
徴の何れか一方のみを有すると解釈可能である。
【符号の説明】
【０１１３】
100　コイル
102　磁場
104　振動する相対運動
106　発振振幅
108　効果的に使用された巻回部長
110　損失領域
112　磁場部分
114　更なる磁場部分
200,301　誘導発電機
202,302　支承構造
204,304　磁石配置
206,306　環状のコイル
208,308　第１極部分
210,310　第２極部分
212,312　空気流路
214,314　磁石
216　第１極部分の外周縁領域
218　空気流路の外壁
220　空気流路の内壁
222,322　永久磁場の磁束
224　振動運動
226　コイルの中心軸
228,328　ばね素子
230　第１二重薄板ばね
232　第２二重薄板ばね
234,324　コイル支承部
236,336　操作素子
238　ハウジング
240　固定クランプ
242　スリット
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244　受容領域
246　ハウジング壁
248　ハウジング底部
250　突起部
252　更なる突起部
254　ばね受容部
300　第１極部分のシリンダ状の中心領域
305　磁束リーダ
325,349　保持突起部
330　第１薄板曲げばね
332　第２薄板曲げばね
333　支承縁
334　保持領域
335　第１ばねアーム
337　第２ばねアーム
338　第１接触素子
339　接続位置
340　第２接触素子
341　第１支承リング
342　第２支承リング
343　接触面
344　閉鎖リング
345　操作領域
346　貫通部
348　保持素子
350　コイル路
351　分割ブリッジ
352　周回端
400　電流発生方法
402　偏向ステップ
404　発生ステップ
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